
３決算に対する議決

平成14年12月11日

【平成11年度及び平成12年度決算に対する議決】

１　平成11年度決算は、これを是認する。

２　平成12年度決算は、これを是認する。

３　内閣に対し、次のとおり警告する。

　　内閣は、適切な措置を講じ、その結果を本院に報告すべきである。

　（1）航空自衛隊の新初等練習機の調達に関しては、平成12年8月に総合評価落札方式に

　　よる入札が行われたが、同入札に関するスイス政府の問い合わせに対して、防衛庁が

　　当該調達に関する会計検査院の検査報告及びその要約を付して回答を行った際、その

　　要約において検査報告の内容等を適切に反映していなかったことは、遺憾である。

　　　政府は、このような不適切な事態を招かないよう事務手続の適正化を図るとともに、

　　総合評価落札方式を採用する場合には、会計検査院の検査結果をも踏まえ、入札及び

　　契約事務の透明性、公正性をより一層高めるよう対処すべきである。

　（2）郵政官署に支給される渡切費の執行に当たり、一部の特定郵便局において不適正な

　　経理が行われ、また、証拠書を亡失していた事態等もあったことが、郵政監察の調査

　　により明らかになったことは、誠に遺憾である。

　　　政府は、かかる事態が郵政官署における予算執行、ひいては郵政行政に対する国民

　　の信頼を損ねたことを厳しく受け止め、平成14年度から渡切費の廃止に伴い採用され

　　た新たな会計手続を適正に行い、同種事案の再発防止に万全を期すとともに、平成15

　　年度に発足する日本郵政公社においても、同様に適正な経理を期すべきである。

　（3）外務省が各種行事で使用したホテル等の取引先への支払の際に、本来の請求額を上

　　回る金額を不適正に支払い、この差額を当該企業等の内部にいわゆる「プール金」と

　　して留保し、職員間の懇親等の費用に充てていたことは、極めて遺憾である。

　　　政府は、このような不適正な行為が長年外務省内で広く行われていたことを重く受

　　け止め、同省の更なる綱紀粛正に努めるとともに、公金の使用及び管理に対する基本

　　的認識を周知徹底させるなど、この種事案の再発防止に厳然として取り組むべきであ

　　る。

　（4）核燃料サイクル開発機構において、主務大臣の承認を得ない人件費の流用、認可予

　　算に計上されていない地元協力金の支払、固定資産税や消費税の過大納付等の不適正

　　経理が行われてきたことを、平成12年度決算検査報告で掲記されたことは、遺憾であ

　　る。

　　　政府は、平成10年10月の動力炉・核燃料開発事業団から同機構への改組後も、これ

　　らの不適正な経理が引き続き行われていたことを厳しく反省し、予算執行に係る内部

　　統制及び指導監督の充実強化を図る等により、同種事案の再発防止に万全を期すべき

　　である。



（5）健康保険及び厚生年金保険の保険料に関しては、毎年度決算検査報告において多額

　の徴収不足が指摘され、また、平成６年度決算に対する本院の警告決議でも両保険の

　適用の適正化を求めているにもかかわらず、平成11年度及び12年度の決算検査報告に

　おいて、それぞれ59億円及び54億円の保険料の徴収不足を指摘されたことは、遺憾で

　ある。

　　政府は、社会保険の公平・適正な適用の重要性にかんがみ、社会保険事務所等にお

　ける調査確認の強化及び事業主への説明会の実施等制度の周知徹底を図るなど、健康

　保険及び厚生年金保険の適用の適正化に、より一層尽力すべきである。

（6）雇用保険３事業に係る助成金をめぐり、佐世保重工業株式会社及びその関連会社に

　よる虚偽の申請に対し、県及び雇用・能力開発機構における審査及び調査が不十分で

　あったこと等により、結果として４億円を超える助成金の不正受給が行われ、また、

　制度上の不備により不適正な支給が行われていたことは、遺憾である。

　　政府は、雇用失業情勢の悪化に伴い雇用保険の重要性が増している中、このような

　多額の不正受給等が発生したことを重く受け止め、審査の厳格化、実地調査の充実、

　適切な制度設計等により雇用保険３事業の適正な実施に万全を期すべきである。

（７）ＢＳＥ（牛海綿状脳症）問題に関し、B SE感染牛の国内発生を防げず、また、そ

　の後、行政対応等の不備から、消費者、畜産農家等に大きな混乱を招いたほか、B S

　Ｅ関連対策予算の執行においても、買入れ基準等の事業要件の周知徹底が不十分だっ

　たことなどもあって、輸入牛肉を国産牛肉と偽装する等の事件が頻発したことは、極

　めて遺憾である。

　　政府は、BSEの感染源の究明に努めるとともに、検査体制等の充実を図るほか、

　食料・食品の安全確保に万全を図るための行政の体制整備及び施策を推進し、生産者

　の経営の安定の確保と国民の食の安全に対する信頼回復に全力で取り組むべきであ

　る。

（8）東京電力株式会社を始めとする電気事業者の原子力発電所において、自主点検作業

　記録を改ざんする等の不正により、炉内構造物のひび割れ等が長期間にわたって隠ぺ

　いされ、また、この問題に関する申告案件について、経済産業省が申告を受けてから

　公表まで２年を要するなど、政府の対応が不十分であったことは、極めて遺憾である。

　　政府は、かかる事態が周辺住民を始めとする国民の原子力の安全対策に対する信頼

　を大きく損ねたことを厳しく受け止め、事態の全容解明に全力を尽くすとともに、検

　査体制の見直し、組織的不正に対する厳罰化、情報公開の推進等により、この種事案

　の再発防止に万全を期すべきである。




